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   In order to improve firefighting response to flooding, we found 27 disaster verification reports on flooding from 2015 
to 2020 and analyzed their descriptions of the current state of firefighting response capacity, problems, and future 
possibilities. As a result, numerous descriptions of firefighting were found. And among them, the issues identified 
included issues related to information sharing among fire departments, the usefulness and ideal nature of evacuation 
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㸯㸬はじめに 
(1) ◊✲⫼景

平成30年7月期㇦㞵による㸪す日本を中心とした各地で

の⿕害の発生以来㸪台㢼や地㟈津波以外の水害発生リス

クに対するㄆ㆑や㸪激甚化する㇦㞵災害に対する危機意

㆑が㧗まってきているところである㸬それら水害への対

応という点において㸪災害対応を㈐務とする消㜵組織を

中心に㸪㆙察や⮬⾨㝲など⾜政組織による災害㜵㝖や人

命救助が㔜せであるとゝえる㸬特に㸪消㜵は管㎄地域内

での災害に㎿㏿に対応するだけでなく㸪災害による⿕害

拡大を未然に㜵ぐという即応性において特に㔜せである㸬

消㜵組織には㸪消㜵吏員等により構成され㸪地方公務

員として普段から災害㜵㝖やその予㜵にあたる消㜵本㒊

と㸪本業を持ちながら㺀⮬らの地域は⮬ら守る㺁という精

神の基㸪㠀常勤特別⫋の地方公務員として消㜵㜵災活動

を⾜う消㜵団とに大別される1)㸬令和2年現在、全国の消

㜵吏員は約16万人いるのに対し㸪消㜵団員は約82万人お

り2)㸪大つ模災害時には消㜵吏員の5倍以上にもなるこの

消㜵団員という戦力を最大㝈活用することが必せである㸬

実㝿に㸪平成30年7月期㇦㞵などの大つ模な水害発生時に

おいて㸪京㒔市3)や広島市4)などでは消㜵団の活動による

奏功事例がいくつも報告されている㸬今後消㜵がその役

割を全うできるよう㸪効果的に活動できる環境を整備す

ることは㔜せだとゝえるが㸪㠀常時の消㜵㐠用について

は㸪地域特性等による影㡪か㸪⮬治体によって任務や扱

いが異なり㸪曖昧な㒊分が多いのも事実である㸬 

(2) 既往◊✲

大つ模災害時の消㜵㐠用に㛵する研究として田口ら5)

は㸪㤳㒔直下地㟈による大つ模災害を対㇟に㸪効果的な

消㜵㐠用とそれによる⿕害低減を目的として研究を⾜い㸪

同時多発する地㟈火災への対応として㸪消㜵㒊㝲の㐠用

単位を消㜵署単位から方㠃単位に切り替えることによる

最終的な⿕害つ模を㸪シミュレーションにより比㍑し⿕

害の最小化を図った㸬 

また㸪山田ら6)は㸪1969年から2018年までの㢼水害にお

ける消㜵団員の人的⿕害の特徴について研究し㸪結果と

して㝆㞵により多くの殉⫋⪅が発生しており㸪消㜵団員

の招㞟から活動中㸪活動後に⮳るまで安全に㓄意する必

せがあるとしていた㸬 

これらの研究から㸪消㜵組織を㐺切に広域的に㐠用す

ることは⿕害低減に寄与する可⬟性があることや㸪消㜵

団員は㢼水害時に幅広く活動しているが㸪安全確保が十

分でない状況下の活動により多くの殉⫋⪅を生んでおり㸪

災害時の安全確保にㄢ㢟があることなどが明らかになっ

ている㸬これらの研究は㸪消㜵分㔝の研究ではあるが㸪

㠀常時の消㜵の活動実態を明らかにはしておらず㸪水災

時の消㜵㐠用の在り方を検ウしている研究ではない㸬 

(3) ◊✲┠ⓗ

現状及び既往研究を㋃まえ㸪㏆年の気候変動により今

後全国的に発生が危惧される㞟中㇦㞵などの水災発生時

に㸪消㜵本㒊及び消㜵団が機⬟的に活動できているのか

という事実㛵係を明らかにするとともに㸪今後の水害対

応時に消㜵が直㠃するであろうㄢ㢟を予め抽出及び検ウ

することにより㸪各⮬治体や消㜵本㒊㸪消㜵団などの各

組織が今後の実災害発生時の対策をㅮじられるような情

報を知ぢとして提供することを本研究の目的とする㸬 
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㸰㸬◊✲手ἲ 
(1) ㄪᰝ手ἲ 

 㐣去に発生した水害における消㜵本㒊や消㜵団の対応

や活動について知る⾡として㸪㐣去の大つ模災害に対し

て⮬治体等が主体となって検ドし㸪報告書としてまとめ

た検ド報告書というものが存在する㸬この検ド報告書に

おいて㸪消㜵団あるいは消㜵本㒊に㛵してどのようなグ

㏙があり㸪検ドがなされているかというど点から㸪報告

書をレビューすることにより㸪ㄢ㢟の抽出をヨみた㸬 

 

(2) ㄪᰝ⠊囲 

2015年(平成27年)以㝆㸪日本国内で災害救助法が㐺用

された災害のうち㸪台㢼や㇦㞵などの水害を対㇟災害と

し㸪それら災害に㛵する検ド報告書で㸪発⾜主体が㒔㐨

府県㸪市町村またはそれら⾜政が元となる委員会等によ

るものをㄪ査範囲とし㸪研究の対㇟とした㸬 

 

㸱㸬⤖ᯝ 
(1) 対㇟⠊囲となった᳨ド報告書 
 2015年から2020年の5年㛫で対㇟となった災害は12件あ

り7)㸪これらのうち27件の検ド報告書の存在を確ㄆする

ことができた3)-4),8)-32)㸬それらの報告書に示されていた

特徴的なグ㏙を一㒊抜粋し以下にまとめた㸬 

なお㸪消㜵本㒊及び消㜵団に共㏻して明らかとなった

ㄢ㢟等については便宜上㸪消㜵本㒊における現状とㄢ㢟

として以下に示した㸬 

 

(2) ᾘ㜵ᮏ㒊における⌧≧とㄢ㢟 
 消㜵本㒊における現状やㄢ㢟として抽出されたものを

⾲㸯にまとめる㸬 

 

(3) ᾘ㜵団における⌧≧とㄢ㢟 

消㜵団における現状やㄢ㢟として抽出されたものを⾲

㸰にまとめる㸬 

 

(4) 抽出されたㄢ㢟のまとめ 

上グの結果から㸪大つ模水害発生時における消㜵の体

制や対応についてまとめると以下のㄢ㢟が抽出された㸬 

・大つ模災害時には㸪⮬治体は災害対策本㒊の㐠営や㑊

㞴所の㐠営㸪情報の収㞟などで㐕㏕しており㸪消㜵と

の情報共有が上手くできていなかったことを実感して

いる㸬そしてそれは災害の前線で対応にあたる消㜵本

㒊や消㜵団の状況を把握できていないことに等しい㸬 

・㠀常時の消㜵団の活動状況について㸪⮬治体はヲ細に

把握できておらず㸪それは消㜵本㒊も把握していない

場合があり㸪消㜵団員の安全管理が必せである㸬 

・河川氾濫など㸪つ模が大きな災害対応において㸪特定

の管㎄をまたいだ柔㌾な対応が消㜵団に求められるこ

とがあり㸪広域的な㐃携㐠用には事前の取り決めやㄪ

整が㔜せである㸬しかし㸪㠀常時に⮬治体⫋員が広域

㐃携の先㢌に立って㐃絡ㄪ整することは㞴しい㸬 

・水害対応は一つの㒊局で対応できるものではないが㸪

消㜵は地域㜵災のせであり㸪消㜵本㒊や消㜵団の機⬟

強化を目的としたカ練等の推㐍が求められる㸬 

 

㸲㸬⪃察 
(1) ᾘ㜵の情報共有に㛵するㄢ㢟 

ㄢ㢟や提ゝなどを全体的にみると㸪消㜵本㒊に㛵して㸪

まず情報共有の方法についてのゝ及が多いことがぢて取

れる㸬それは特定の災害や地域に㝈らず㸪全国的に広く

⮬治体と消㜵に根深くあるㄢ㢟なのだろうと推察される㸬 

a) 情報共有とリエゾンへのᮇ待 

情報共有に㛵㐃して㸪リエゾンの有効性が多くゝ及さ

れている㸬しかし㸪これに対して具体的根拠等は示され

ておらず㸪果たしてリエゾンの役割と機⬟は十分なのか㸪

もっとよりⰋくリエゾンが活㌍できる方策があるのでは

ないかという㆟ㄽは今後必せであろう㸬また㸪情報共有

と一ゝでまとめたが㸪その中には㸪情報を収㞟する点に

おけるㄢ㢟と㸪その情報を㞟約する手段に㛵するㄢ㢟と㸪

㞟約した情報を整理しまとめる㒊署におけるㄢ㢟と㸪そ

れらを他の㒊署などに分㓄・伝㐩する㝿のㄢ㢟があり㸪

これらを一つ一つゎ決することができて初めて情報共有

におけるㄢ㢟はゎ消するのだろうと⪃えられる㸬これら

のㄢ㢟ゎ消の糸口として㸪消㜵に㛵する㒊分でリエゾン

という存在に期待がされているのではないだろうか㸬 

b) ᾘ㜵へのICTツールの導入 

前㏙の情報共有等に㛵する別の提ゝとして㸪各種ICTの

活用や導入が挙げられている報告書がいくつかぢられた㸬

ICTの発展による情報収㞟の効率化は大いに期待できると

⪃えられるが㸪その導入や強化のためには㸪専用ツール

と扱える技⾡が必せであり㸪導入のための予算確保と利

用のための技⾡の⩦熟が大きなㄢ㢟となるだろう㸬水害

対応への反省を㋃まえて消㜵団等のカ練の継続と強化を

㏙べている報告書が」数ぢられ㸪これまでの水害対応に

おいてもカ練が十分でないことが窺える中で㸪今後従前

の対応を定着させることに加え㸪新つツールを効果的に

扱うためのカ練まで手が届くのかが懸念される㸬もちろ

ん㸪一⯡火災などの㏻常災害への対応なども求められ㸪

消㜵団員にとって現実的なカ練㸪ぢ合った㈨器材が求め

られるだろう㸬 

 

(2) ᾘ㜵による㑊㞴広報の有⏝性と位⨨づけ 

消㜵本㒊と消㜵団に共㏻して㸪㑊㞴情報の伝㐩手段と

しての消㜵㌴両による広報や戸別ゼ問による呼びかけが

活動実態としてあり㸪これらが有効であったという多く

のグ㏙と㸪反対に㞵㡢で広報が⪺こえなかったことや広

域的に災害が発生している場合は消㜵が㑊㞴ㄏ導等を⾜

うことは㞴しいなどいくつかのㄢ㢟点もぢられた㸬この

点については㸪多くのグ㏙から㸪㑊㞴の広報や㑊㞴ㄏ導

は効果的な手段であり㸪今後も広く⾜ってゆくべきでは

あると⪃えられるが㸪㠀常時は法令で定められた拡声㡢

㔞を㐺用㝖外するなどの改善策も併せて検ウすべきだと

思われる㸬また㸪広域的に災害が発生している場合㸪消

㜵は広報よりも災害㜵㝖を優先すべきであり㸪あくまで

も予備的な活動であるべきだということも忘れてはなら

ないだろう㸬 

 

(3) ᾘ㜵と他ᶵ㛵の㐃携及びᾘ㜵⤌⧊㛫の㐃携 

いくつかの報告書によれば㸪消㜵と他の機㛵㸪あるい

は消㜵同士での㐃携が強く求められており㸪それらが有

効であるという意ぢがぢられた㸬これは㸪消㜵本㒊に㝈

らず㸪広島県での実例や常総市での検ドのように消㜵団

と消㜵本㒊や消㜵団同士についても当てはまることであ

り㸪大つ模㸪あるいは同時多発的な災害時には㔜せとな

ることが⪃えられる㸬この㐃携におけるㄢ㢟や㸪より効

果的な㐃携とするためのせ素として消㜵にできることに

ついては今後の消㜵組織の在り方に大きく㛵わり㸪これ

らをよりヲしく検ウ・検ドしてゆくことは㠀常に㔜せで

あると⪃えられる㸬 
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⾲㸯 ᾘ㜵ᮏ㒊における⌧≧とㄢ㢟 

グ㏙内容 発⾜元 グ㏙内容 発⾜元 

㜵災は一つの㒊局で対応できるものではない 岡山県 対策本㒊において,人命救助を担う機㛵(⮬⾨㝲,消㜵,㆙察等)は

同じ㒊屋に㓄置する必せがある 

広島県 

⾜政と消㜵署との意思疎㏻にㄢ㢟がある ⱴ室町 

消㜵からの情報提供は㏲一寄せられ,災害対策本㒊等への報告も⾜っ

たが,今後に備え,情報の㞟約,共有方法について検ウが必せ 

東松山市 災害対策本㒊幹㒊,河川管理⪅,消㜵本㒊幹㒊,消㜵団幹㒊などは

定期的に情報交換し信㢗㛵係を構築することが情報㐃携に必せ 

常総市 

㜵災危機管理室において,⫋員が情報収㞟や㟁ヰ対応,㑊㞴情報の発

令等に㏣われ,県総合㜵災情報システムへ⿕害情報入力などを⾜う暇

すらなくなり,リエゾンを派㐵していた㛵係機㛵以外とは情報共有を

十分に⾜えなかった.対応策として㺀県からのリエゾン派㐵㺁と㺀消㜵

局から災害対策本㒊に派㐵する㐃絡員の増員㺁が挙げられる 

倉敷市 

笠岡市 

㞵が㝆り始めて,㑊㞴指示,㑊㞴勧告が出た状況の中で,消㜵がど

う動いたのかよくわからない.消㜵㌴がサイレンを㬆らし町中㉮

り回ってもよかったのではないか.地㟈が㉳こり,津波がきた時

に,消㜵本㒊や消㜵団を広域にどう活動させるのかは㔜せなマタ

ーだ.県がイニシアティブをもって消㜵と㆟ㄽする必せがある 

岡山県 

㺀㉺水している㺁等の㔜せ情報が119番等で消㜵に入っていたが,県に

は伝わっておらず,早期に情報共有があれば㑊㞴に繋げられたはずだ 

岡山県 消㜵から㐨㊰冠水等の情報提供があったが,市の現地ㄪ査班など

から㐃絡されたはずだと思い㎸み,本㒊へ共有をしていなかった 

川㉺市 

情報の収㞟・㞟約等を専任する情報担当⪅が必せ 倉敷市 消㜵本㒊から市災害対策本㒊へのリエゾンが有効であった 常総市 

住民の㑊㞴情報の伝㐩手段として消㜵㌴両による広報が㔜せ 倉敷市 災害広報は㝆㞵状況下で屋内へは⪺こえない場合も多い 笠岡市 

地域㜵災ィ画では消㜵も㑊㞴ㄏ導に当たるものとグ㍕があるが,広範

囲に災害が発生した場合は消㜵に㑊㞴ㄏ導を⾜わせることは困㞴 

熊㔝町 せ支援⪅の㑊㞴支援は消㜵機㛵の果たす役割や効果が大きい 岐㜧県 

⾜政として事態を早期に把握(主に人的⿕害等)するために消㜵と情

報共有をしたのがⰋかった 

広島県 住民対応と消㜵など㛵係機㛵との㐃絡対応との㟁ヰ回線,対応㒊

署が同じだったため,㎿㏿な対応に支㞀をきたした 

広島県 

浸水していない安全なエリアへ救助した後の住民をㄡが㑊㞴所等へ

ㄏ導するのかということで対応にⱞ慮した 

川崎市 大つ模・広域化する⮬然災害に備え,広島市の周㎶市町含めた広

域的な消㜵力の一層強化について検ウすべき 

広島市 

⾲㸰 ᾘ㜵団における⌧≧とㄢ㢟 

グ㏙内容 発⾜元 グ㏙内容 発⾜元 

消㜵団は地域㜵災のせとなる 京㒔府 河川や堤㜵の決壊時に備え,水㜵団(消㜵団)の⫱成と強化が必せ 岡山県 

発災当初の⿕害情報の収㞟分析にㄢ㢟があり,改善策として消㜵団

等によるパトロールとそれによる㎿㏿な⿕害情報㐃絡が必せ 

㛗㔝市 消㜵団及び水㜵監ど班が⾜う現場確ㄆにより消㜵団⮬㌟の命の危

㝤性があり,今後の対応として安全への㓄慮が必せ 

東松山市 

㆙報の発令等に応じて㆙戒パトロールや㑊㞴指示等の周知等を実

施したが,急激な水位上昇後は活動が困㞴となった 

倉敷市 㑊㞴の呼びかけを強化するための地域㜵災リーダーの㣴成が必せ

であり,その中心的存在として消㜵団はふさわしいのではないか 

山口県 

活動範囲の幅広さや地域密着性のほ点からも消㜵団の役割の㔜せ

性を再ㄆ㆑した 

笠岡市 消㜵団や常備消㜵による地域コミュニティへの声掛けにより㑊㞴

を⿵完する必せがある 

広島市 

㑊㞴所㐠営の支援⪅として女性消㜵㝲などほかの地域の消㜵団に

よる応援が検ウされた 

広島市 

京㒔府 

せ員が不㊊する㑊㞴所の清掃等を女性団員が支援することで,⿕

災市町⫋員の㈇担を大きく㍍減することができた 

広島県 

㑊㞴勧告発令前に河川増水に気づいた消㜵団員が㞟ⴠを回り,㑊㞴

を呼びかけ,住民の多くがそれに応じ,命を守ることが出来た事例 

京㒔府 事前にハザードマップを確ㄆしていた消㜵団員が,㧗㱋⪅を土砂

災害㆙戒区域外の住民宅に㑊㞴ㄏ導し安全を確保した共助事例 

京㒔府 

市の安全安心ㄢが役割を十分に果たせず㸪消㜵団の活動状況等の

動向把握・㐃携及びㄪ整が十分にできていなかった 

常総市 消㜵団は水害対応の現場において,川と住民の両方と直に対応し

ながら⿕害を㍍減していく㔜せな役割を担っている 

常総市 

水㜵機⬟(堤㜵の㉺水危㝤個所の早期発ぢと土のう積み等の水㜵工

法実施),㑊㞴ㄏ導機⬟,情報収㞟機⬟の3つの機⬟強化が望まれる 

常総市 団員から位置情報付きの写真を㏦信してもらうなどの協力による

ICT技⾡を活用した状況把握が有効ではないか 

常総市 

現地で活動を⾜う団員が情報を手元から簡単にぢられるような仕

組みを作るべき 

常総市 団員の撮影した河川水位,氾濫,漏水,水㜵活動の状況を場所情報

とともに発信し,ㄡもがぢられるようにするべき 

常総市 

土のう⿄,土,建タ機械を必せ十分なだけ供給できる体制と㏆㞄の

建タ会社の協力体制を作っておくべき 

常総市 オペレーターが不㊊する中,団員による㔜機の活用は極めて効果

的であった 

広島県 

県内の常備消㜵応援㝲のみならず,消㜵団の応援も⾜っており,消

㜵組織としてのつ模が大きい広島市の強みが活かされた 

広島市 今後,県庁から㞳れた地域で災害が発生した場合,県⫋員が直接現

地に出向いて消㜵団の応援ㄪ整を⾜うことは㞴しい 

広島県 

パトロール中に㧗㱋女性に支援を求められ,㑊㞴を介助した事例 京㒔府 消㜵団への指示等をする㝿に⮬治㐃支㒊への㐃絡が必せであった 㛵市 

⿕災地までの交㏻アクセス確ㄆの㞴しい,消㜵団の応援活動の内容

理ゎが市町によりまちまち,⿕災市町では応急対策に㏣われ消㜵団

受援の企画・せㄳに⮳らないなど,ㄪ整が㐍まなかったことから,

県内広域消㜵相互応援協定に基づき,県によるㄪ整を積極的に⾜

い,県⫋員が各町をゼ問し直接ㄪ整して県内消㜵団の応援を⾜った 

広島県 消㜵団の河川における水㜵個所の受け持ち区㛫を㐺正化するべき

だ.また,消㜵団員の人員が不㊊するなら分団の受持ち区㛫を㉺え

て柔㌾な応援体制を取り現場対応人員を増やすという相互の応援

が必せ.そしてそれを実現するためには他分団からの情報か上か

らの指示が必せ 

常総市 

㸳㸬おわりに 
(1) ᮏ◊✲のまとめ 

今回の研究では㸪例年甚大な⿕害を発生させている水

害への対応機㛵としての消㜵の㐠用に㛵して㸪2015年か

ら2020年までの水害に㛵する27の検ド報告書のグ㏙から㸪

消㜵の対応力の現状とㄢ㢟㸪そして今後の可⬟性などに

ついての分析を⾜った㸬その結果㸪消㜵に㛵する多数の

グ㏙がぢつかり㸪その中から消㜵の情報共有に㛵するㄢ

㢟㸪消㜵の活動としての㑊㞴広報の有用性やあり方㸪そ

して消㜵本㒊と⮬治体や⮬⾨㝲㸪あるいは民㛫企業など㸪

他の機㛵や団体と㐃携することや㸪消㜵本㒊と消㜵団㸪

消㜵団同士での㐃携の必せ性などのㄢ㢟が抽出された㸬 
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(2) ⤖ㄽ 
分析の結果㸪水害発生時においては㸪慢性的に消㜵組織

内㸪あるいは消㜵と⮬治体などとの情報共有体制にㄢ㢟

があることが明らかとなり㸪そのゎ決の糸口として㸪リ

エゾンの活用やICTツールの導入などのゎ決策が提ゝされ

ていた㸬一方で㸪それらの実現に向けた検ウは不十分で

あり㸪今後も慎㔜な検ウが必せである㸬また㸪災害対応

においては㸪同じく消㜵組織内㸪あるいは同⮬治体外局

などとの㐃携の必せ性が明らかとなり㸪実㝿に㐃携㐠用

した⮬治体では数多くの奏功事例などが確ㄆされたこと

から㸪今後もこの効果的な㐃携や㐠用について㆟ㄽがな

されてゆくことが期待される㸬消㜵の活動内容について

は㸪実㝿の水㜵活動に加え㸪消㜵㌴両等を活用した㑊㞴

広報が多くの⮬治体で実施され㸪その有効性が報告され

ていた㸬消㜵による㑊㞴広報は今後も効果が期待される

一方で㸪広報手段の工夫やその活動⮬体の優先㡰位など㸪

改善すべき点があることが明らかとなった㸬 

 

(3) 今後のㄢ㢟 
今回抽出したㄢ㢟は㸪あくまでも報告書からぢられる

ものを抜粋した結果であり㸪報告書の中で㢧在化してい

るものである㸬しかし㸪検ド報告書の多くは⮬治体とし

ての対応に㛵する検ドが中心のものであり㸪検ド委員に

消㜵本㒊等が参入していない報告書がほとんどであるこ

とから㸪消㜵に㛵する検ドは㝈定的なものであることが

多く㸪今回の研究結果をより確かなものとし㸪発展させ

るためには直接⮬治体や消㜵本㒊㸪消㜵団などの組織に

ヒアリングなどを⾜い㸪ㄪ査することが必せである㸬 
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